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◆◇◆ トピックス ◆◇◆ 

◇ 自由民主党「予算・税制に関する政策懇談会」に財政委員会委員長の神

谷・安城市長が出席するとともに、関係国会議員に対し要請活動を実施 

10月19日(水)、自由民主党本部において、「予算・税制に関する政策懇談会」が開催さ

れ、財政委員会委員長の神谷・安城市長をはじめ、地方六団体等の各代表が出席した。 

神谷・安城市長からは、①安定的な財政運営に必要な一般財源総額及び地方交付税総額

を確保すること、②消費税率10％への引上げが２年半延期されたが、基礎自治体において

は、既に子ども子育て等をはじめとする社会保障の充実のための施策に取り組んでおり、

これら施策の推進に支障が生じないよう必要な財源を確保すること、③固定資産税につい

ては、平成28年度税制改正において、償却資産に対する時限的な特例措置が講じられたこ

とは極めて不本意であり、期間の延長や対象範囲の拡大は断じて行わないこと、④ゴルフ
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場利用税については、その税収の７割がゴルフ場所在市町村に交付され、ゴルフ場関連の

財政需要に対応するとともに、特に財源の乏しい中山間地域の市町村にとっては貴重な財

源となっていることから現行制度を堅持すること等を要請した。 

また、これらのことについて、自由民主党の岡田広・参議院議員及び長峯誠・参議院議

員に面談の上、要請した。 

（本会HP参照） 

http://www.mayors.or.jp/p_action/a_mainaction/2016/10/281020jimintou-seisakukon

dankai.php 

［財政部] 

◇ 「第２回防災推進国民会議」に松浦会長代理が出席 

 10月20日、「第２回防災推進国民会議」が首相官邸において開催され、本会からメンバ

ーである松浦会長代理が出席した。 

当日の会議では、「防災推進国民会議のこれまでの活動」、「防災推進国民会議の今後の

活動方針」及び「構成団体等の取組」等について議論された。 

（本会HP参照） 

http://www.mayors.or.jp/p_action/a_mainaction/2016/10/281021bousaikaigi2rd.php 

［行政部] 

=============================================================================== 

◆◇◆ 全国市長会 先週の動き 10月17日～10月21日 ◆◇◆ 

≪10月20日（木）≫ 

港湾都市協議会、日本港湾協会等港湾関係５団体の共催による「経済と暮らしを支える

港づくり全国大会」を砂防会館別館において開催。港湾都市協議会から副会長の綾・坂出

市長が参加したほか、協議会加盟都市の市長等及び港湾関係者約1,000名が参加し、来賓

として、石井・国土交通大臣はじめ政務３役及び多数の国会議員が出席した。 

大会では、地域の代表者から港湾整備・振興に関する意見表明が行われた後、「港湾の

整備・振興に関する要望書」を決定し、関係方面に幅広く要請することとした。 

大会終了後、港湾都市協議会副会長の綾・坂出市長は、日本港湾振興団体連合会会長の

篠田・新潟市長及び港湾海岸防災協議会副会長の楠瀬・須崎市長をはじめとする港湾関係

団体の代表者とともに、三木・財務大臣政務官、宮内・衆議院国土交通委員会理事、自由

民主党の二階・幹事長及び林・幹事長代理に面談のうえ、同要望書の実現方について要請

を行った。 

[経済部] 

≪10月20日（木）≫ 
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「港湾都市協議会意見交換会」を海運クラブにおいて開催。港湾都市協議会加盟都市の

市長等及び国土交通省港湾局、地方整備局等の港湾関係者約170名が出席した。 

意見交換会では、港湾都市協議会副会長の綾・坂出市長、来賓である日本港湾振興団体

連合会会長の篠田・新潟市長及び国土交通省の菊地・港湾局長からそれぞれあいさつがあ

った後、港湾をめぐる諸課題について意見交換を行った。 

[経済部] 

=============================================================================== 

◆◇◆ 全国市長会 今週の動き 10月24日～10月28日 ◆◇◆ 

≪10月27日（木）９：00≫ 

「第14回制度・地方行財政ワーキング・グループ」が開催され、「経済・財政再生アクシ

ョン・プログラム（改革工程表）」の更新に当たり、地方団体から事前ヒアリング。本会

から本間・ひたちなか市長が出席予定。 

[財政部] 

=============================================================================== 

◆◇◆ 各支部市長会の動き ◆◇◆ 

◇ 北海道市長会秋季定期総会 

北海道市長会は10月19日、旭川市において秋季定期総会を開催した。 

総会では、「地方創生に関する決議」、「環太平洋連携協定（TPP）に関する決議」及び

「地方行財政・社会保障制度改革・エネルギー政策と原子力発電所に関する決議」を決

定するとともに、「地方創生について」をはじめとする５議案を全国市長会に提出するこ

ととした。 

 

◇ 関東支部役員会 

 関東支部市長会は10月20日、東京都昭島市において役員会を開催した。 

役員会では、各都県市長会から提出された５議案を原案のとおり採択し、全国市長会

に提出することとした。 

 

◇ 中国市長会秋季役員会 

中国市長会は10月17日、18日の両日、三原市において役員会を開催した。 

役員会では、各県市長会から提出された29議案を採択し、これらを５議案にとりまと

め、全国市長会に提出するとともに、「参議院選挙制度改革に関する特別決議」を決定し

た。 

=============================================================================== 

◆◇◆ 国の会議等の動き ◆◇◆ 
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≪10月17日（月）≫ 

「地方公共団体情報システム機構 第15回代表者会議」が開催され、本会から行政委員

会委員長の清水・立川市長が出席した。 

[行政部] 

≪10月19日（水）≫ 

 「第81回社会保障審議会障害者部会」が開催され、障害福祉計画及び障害児福祉計画に

係る基本指針の見直し等について審議。本会から永松・杵築市長が出席し、精神障害に対

応した地域包括ケアシステムの構築について、国としても是非進めてほしい等の発言を行

った。 

[社会文教部] 

≪10月19日（水）≫ 

「自由民主党 港湾議員連盟総会」が開催され、港湾都市協議会から副会長の綾・坂出

市長が出席した。 

綾・坂出市長からは、公共事業関係予算を取り巻く環境が大変厳しい状況にある中、港

湾都市協議会が一丸となり、港湾関連予算の確保に努めていく所存である等の発言を行っ

た。 

また、港湾所在都市の市長が多数出席し、都市の立場から発言を行った。 

      [経済部] 

≪10月21日（金）≫ 

 「第30回障害者政策委員会」が開催され、今後の審議スケジュール等について審議。本

会から辻・和泉市長が出席し、都市自治体の立場から発言を行った。 

[社会文教部] 

≪10月26日（水）15：00≫ 

 「第99回社会保障審議会医療保険部会」が開催され、骨太2016・経済・財政再生計画改

革工程表の指摘事項（かかりつけ医の普及の観点からの外来時の定額負担、スイッチOTC

化された医療用医薬品の保険給付率の在り方）等について審議。本会から横尾・多久市長

が出席予定。 

 [社会文教部] 

=============================================================================== 

◆◇◆ 平成28年熊本地震被災市町村への応援職員の派遣状況 ◆◇◆ 

○中長期的派遣（10月21日現在） 

応援申し出状況 45団体から55名  

マッチング状況 被災地７市町村へ 43団体から計50名 
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※ 各市区長宛てにお願い申し上げておりました平成28年熊本地震に係る被災市町 

村からの要請に基づく緊急かつ応急的な職員の短期派遣につきましては、10月18日

をもちまして終了となりました。これまで258市区から873名もの派遣申出をいただ

き、166団体から計339名の職員派遣が行われました。 

各市区長におかれましては、行政運営の大変厳しい状況の下で、被災市町村の事

情をご賢察いただき、迅速かつ積極的にご対応・ご協力を賜わりましたことに対し

まして、心より厚く御礼申し上げます。 

［行政部] 

=============================================================================== 

◆◇◆ 市長の選挙 ◆◇◆ 
（選挙日） （ 市 名 ） （ 市 長 名 ） （ふりがな） （ 期 数 ）

10 月 23 日 北 海 道 釧 路 市 蝦 名 大 也  3 期

10 月 23 日 宮 城 県 白 石 市 山 田 裕 一 や ま だ ゆ う い ち １期（新任 11月 14 日）

10 月 23 日 埼 玉 県 入 間 市 田 中 龍 夫  2 期

10 月 23 日 山 梨 県 笛 吹 市 山 下 政 樹 や ま し た ま さ き １期（新任 11月 14 日）

10 月 23 日 三 重 県 志 摩 市 竹 内 千 尋  2 期

10 月 23 日 滋 賀 県 野 洲 市 山 仲 善 彰  3 期

10 月 23 日 奈 良 県 葛 城 市 阿 古 和 彦 あ こ か ず ひ こ １期（新任 10月 31 日）

10 月 23 日 兵 庫 県 養 父 市 広 瀬  栄  3 期

10 月 23 日 愛 媛 県 東 温 市 加 藤  章 か と う あ き ら １期（新任 11月 7日）

10 月 23 日 福 岡 県 大 川 市 倉 重 良 一 くらしげりょういち １期（新任 10月 23 日）

10 月 23 日 鹿児島県薩摩川内市 岩 切 秀 雄  3 期

注）新任の日付は、任期起算日です。 

新任市長名につきましては、字体の変更がある場合もあります。 

    [総務部] 

=============================================================================== 

◆◇◆ 市長の退任 ◆◇◆ 
（退任日） （ 市  名 ）   （ 市 長 名 ）

10 月 20 日 東 京 都 昭 島 市 北 川 穰 一

 [総務部] 

=============================================================================== 

◆◇◆ 訃報 ◆◇◆ 

◇ 大野・稲沢市長が逝去 

愛知県稲沢市長・大野 紀明氏（71歳）は、10月20日（木）、逝去されました。 

謹んでお知らせいたします。 
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 [総務部] 

=============================================================================== 

◆◇◆ 全国市長会からのお知らせ ◆◇◆ 

◇ 平成28年鳥取県中部地震により災害救助法が適用される 

平成28年10月21日、平成28年鳥取県中部地震により、鳥取県倉吉市に災害救助法が適

用されました。 

被災地の皆様に心からお見舞い申し上げます。 

[総務部] 

=============================================================================== 

◆◇◆ 全国市長会 行事予定 10月24日～11月18日（４週間） ◆◇◆ 

 [企画調整室] 

（月日） （時間） （ 会 議 名 ） （ 場 所 ） （ 所 管 ）

11 月 8日 1 4 : 0 0 国 民 健 康 保 険 対 策 特 別 委 員 会 幹 事 会 全国都市会館（第３会議室）  社 会 文 教 部

11 月 10 日 1 4 : 0 0 介 護 保 険 対 策 特 別 委 員 会 幹 事 会 全国都市会館（第３会議室）  社 会 文 教 部

11 月 15 日 1 3 : 0 0 まち・ひと・しごと創生対策特別委員会 全国都市会館（第１会議室）  行 政 部

11 月 15 日 1 5 : 0 0 国民健康保険対策特別委員会・介護保険対策特別委員会合同会議 全国都市会館（第２会議室）  社 会 文 教 部

11 月 16 日 1 0 : 0 0 第 1 0 回 林 政 問 題 に 関 す る 研 究 会 日本都市センター会館（オリオン）  経 済 部

11 月 16 日 1 0 : 3 0 廃 棄 物 処 理 対 策 特 別 委 員 会 全国都市会館（第３会議室）  社 会 文 教 部

11 月 16 日 1 3 : 0 0 行 政 委 員 会 全国都市会館（第１会議室）  行 政 部

11 月 16 日 1 3 : 0 0 財政委員会・都市税制調査委員会合同会議 日本都市センター会館（コスモスホールⅡ） 財 政 部

11 月 16 日 1 3 : 0 0 社 会 文 教 委 員 会 ルポール麹町（ロイヤルクリスタル） 社 会 文 教 部

11 月 16 日 1 3 : 0 0 経済委員会・農業政策等を考える小委員会合同会議 日本都市センター会館（コスモスホールⅠ） 経 済 部

11 月 16 日 1 5 : 3 0 市 長 フ ォ ー ラ ム 全国都市会館（大ホール） 企 画 調 整 室

11 月 17 日 9 : 0 0 第３回土地利用行政のあり方に関する研究会 全国都市会館（第１会議室）  企 画 調 整 室

11 月 17 日 1 0 ： 0 0 第５回新たなまちづくりを考える研究会 日本都市センター会館（オリオン）  経 済 部

11 月 17 日 1 1 : 0 0 政 策 推 進 委 員 会 全国都市会館（第３・４会議室） 企 画 調 整 室

11 月 17 日 1 2 : 2 0 正 副 会 長 会 議 全国都市会館（正副会長室）  企 画 調 整 室

11 月 17 日 1 3 : 0 0 理 事 ・ 評 議 員 合 同 会 議 全国都市会館（大ホール） 企 画 調 整 室
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=============================================================================== 

◆◇◆ 全国都市数 平成 28 年 10 月 24 日現在 ◆◇◆ 

＝ 814 都市 ＝ 

政 令 指 定 都 市  20  

中 核 市  47  

施 行 時 特 例 市  37  

一 般 市  687  

特 別 区  23  

 [調査広報部] 

=============================================================================== 

◆◇◆ 都市施策検索システム登録件数 平成28年10月24日現在 ◆◇◆ 

■登録件数 1043 件 うち公開件数 859 件 

▽ 詳細は、以下のとおり ▽ 

【調査テーマ別の施策登録件数】 

  ○ 人口減少対策 1017 件  ○ 防災対策 15 件  ○ 特色ある独自の教育施策 15 件 

【人口規模別の施策登録件数】 

 ○ 5 万人未満 240 件               ○ 5 万人以上 10 万人未満 230 件 

  ○ 10 万人以上 20 万人未満 218 件  ○ 20 万人以上 30 万人未満 71 件 

  ○ 30 万人以上 50 万人未満 239 件  ○ 50 万人以上 45 件 

  引き続き、積極的な都市施策のご登録をお願いいたします。 

  ◆都市施策検索システム WEB サイト：https://www.mayors-sesaku.jp/ 

 [調査広報部] 

=============================================================================== 

【 発 行 】 

全国市長会 調査広報部 

〒102-8635 東京都千代田区平河町 2-4-2 

TEL:03-3262-2316 FAX:03-3263-5483 

ホームページ：http://www.mayors.or.jp 

内容・記事に関するお問い合わせメール：jacm@mayors.or.jp 

=============================================================================== 
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「週報」の情報は全国市長会ＨＰでもご覧いただけます。 

=============================================================================== 


